
 

第 204 回「柏崎刈羽原子力発電所の透明性を確保する地域の会」 

ご説明内容 

 

 

１． 日 時 2020 年 6月 3日（水）18:30～20:00  

 

２． 場 所 柏崎原子力広報センター ２Ｆ研修室  

 

３． 内 容 

 

（１）前回定例会以降の動き、質疑応答 

   （東京電力 HD、原子力規制庁、資源エネルギー庁、新潟県、 

柏崎市、刈羽村） 

 

添付：第 204 回「地域の会」定例会資料 

 

 

以 上 



2 0 2 0 年 ６ 月 ３ 日  

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

 

第 204 回「地域の会」定例会資料 〔前回定例会以降の動き〕 

 

【発電所に係る情報】 

・ ５月 14 日 柏崎刈羽原子力発電所６、７号機原子炉設置変更許可について    〔P.２〕 

・ ５月 27 日 福島第二原子力発電所および柏崎刈羽原子力発電所の 

保安規定変更認可について                                 〔P.３〕 

 ５月 28 日 柏崎刈羽原子力発電所における安全対策の取り組み状況について 〔P.４〕 

 ５月 28 日 ７号機燃料洗浄作業について                              〔P.９〕 

 ５月 28 日 柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス対策強化期間後 

の対策状況について                                         〔P.13〕 

 ６月 ３日 柏崎刈羽原子力発電所６号機安全対策工事を担う共同会社の 

設立に関する覚書の締結について                             〔P.15〕 

 

【その他】 

・ ５月 15 日 2019 年度決算について                     〔P.18〕 

・ ５月 19 日 原子力安全改革プラン進捗報告（2019 年度第４四半期） 

について                                              〔P.27〕 

 ５月 29 日 福島第二原子力発電所の廃止措置計画認可申請および 

事前了解願いの提出について                                 〔P.29〕 

 

【福島の進捗状況に関する主な情報】 

・ ５月 28 日 福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ 

進捗状況(概要版)                 〔別紙〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

【柏崎刈羽原子力発電所の新規制基準適合性に係る審査会合の開催状況】 

・ ５月 26 日 原子力規制委員会第 863 回審査会合 

       －柏崎刈羽原子力発電所第７号機工事計画認可申請に係る論点整理について－ 

・ ６月 ２日 原子力規制委員会第 864 回審査会合 

       －柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可申請について－ 

 

 

以 上 

＜参考＞ 
 当社原子力発電所の公表基準（平成 15 年 11 月策定）における不適合事象の公表区分について 

区分Ⅰ  法律に基づく報告事象等の重要な事象 
区分Ⅱ  運転保守管理上重要な事象 
区分Ⅲ  運転保守管理情報の内、信頼性を確保する観点からすみやかに詳細を公表する事象 
その他  上記以外の不適合事象 
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柏崎刈羽原子力発電所６、７号機原子炉設置変更許可について 

 

2020 年 5 月 14 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 当社は、2019 年 10 月 31 日に、有毒ガスの発生に対する防護方針を追加した柏崎刈羽

原子力発電所６、７号機の原子炉設置変更許可申請を行い、2020 年 2 月 21 日及び 4 月 1

日に補正書を原子力規制委員会へ提出いたしました。 

（2020 年 4 月 1 日お知らせ済み） 

 

5 月 13 日、同委員会より本申請について許可をいただきましたので、お知らせいたし

ます。 

 

引き続き、同委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島第一原子力発電

所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努めてまいります。 

 
 

以 上 
 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社  

原子力・立地本部 広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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福島第二原子力発電所および柏崎刈羽原子力発電所の保安規定変更認可について 

 

 

2020 年 5 月 27 日 
東京電力ホールディングス株式会社 

 
 

当社は、新検査制度導入に伴う原子炉等規制法の改正に伴う変更等を反映するため、

2020 年 2 月 27 日に、原子力規制委員会へ福島第二原子力発電所および柏崎刈羽原子力

発電所の保安規定変更認可申請を行い、同年 5 月 1 日に補正を行っております。 
（2020 年 5 月 1 日お知らせ済み） 

 
5 月 26 日、同委員会より本申請について認可をいただきましたので、お知らせいたし

ます。 
 
引き続き、同委員会による審査に真摯かつ丁寧に対応するとともに、福島第一原子力発電

所の事故から得られた教訓を踏まえ、更なる安全性、信頼性の向上に努めてまいります。 
 
 

以 上 
 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社  

原子力・立地本部 広報グループ 03-6373-1111（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所 6号機安全対策工事を担う共同会社の 

設立に関する覚書の締結について 

 

 

2020 年 6 月 3 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 

 

 

東京電力ホールディングス株式会社（以下、「東京電力」）及び東芝エネルギーシス

テムズ株式会社（以下、「東芝 ESS」）は、本日、東京電力柏崎刈羽原子力発電所 6 号

機の安全対策工事を担う会社の設立について覚書を締結しましたので、お知らせいた

します。 

東京電力は、2017 年 12 月に原子力規制委員会より、柏崎刈羽原子力発電所 6、7号

機の原子炉設置変更許可をいただいておりますが、現在、7 号機の工事計画認可の取

得に向けた審査と並行して、6 号機の工事計画認可申請に向けた準備に取り組んでお

ります。 

 

このたび、東京電力と東芝 ESS は、業界の垣根を越えて技術・知見を持ち寄り、柏

崎刈羽原子力発電所 6号機の安全対策工事を担う会社を共同で設立し、同社で安全対

策工事に関するプロジェクトの運営、設計及び工事の管理等を実施していくことにつ

いて、覚書を締結いたしました。 

新会社の設立時期については、2020 年 6 月中旬を目標としており、本格的な事業開

始は 2020 年 7 月中を目標としております。 

今後、柏崎刈羽原子力発電所 6号機の安全対策工事の完了に向けて両社の相乗・補

完効果を最大限に引き出して安全性や品質の向上を目指してまいります。 

 

 

添付資料 

・柏崎刈羽原子力発電所 6号機の概要 

・新会社の概要（予定） 

 

 

 

以 上 

  

15



添付資料１ 

 

柏崎刈羽原子力発電所 6号機の概要 

 

所在地 新潟県柏崎市および刈羽郡刈羽村 

原子炉の型式 改良型沸騰水型軽水炉 

電気出力 135.6 万 kW 

営業運転開始 1996 年 11 月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

手前から 7号機、 6号機、 5号機 
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添付資料 2 

 

新会社の概要（予定） 

 

会社名 

（略称） 

ＫＫ６安全対策共同事業株式会社 

（ＫＳ６ ケー・エス・シックス） 

事業内容 
柏崎刈羽原子力発電所 6号機の安全対策工事に 

関するプロジェクトの運営、設計及び工事の管理 等 

設立日 ２０２０年６月中旬 

出資金（資本金） ３億円（１億 5,000 万円） 

出資比率 
東京電力ホールディングス株式会社 50% 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 50% 

所在地 新潟県柏崎市（本社）、東京都港区（東京支社） 
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2019 年度決算について 

 
2020 年 5 月 15 日 

東京電力ホールディングス株式会社 
 
当社は、本日、2019 年度（2019 年 4 月 1 日～2020 年 3 月 31 日）の連結業績について

とりまとめました。 
 
連結の経常損益は、グループ全社を挙げた継続的なコスト削減に努めたものの、競争激

化や気温影響による冷暖房需要が減少したことで、東京電力グループの販売電力量が前年

度比 3.5%減の 2,223 億 kWh となったことなどから、前年度比 4.5%減の 2,640 億円の利

益となりました。 
 
また、特別利益は、原子力損害賠償・廃炉等支援機構からの資金交付金 1,016 億円など

を加えた 4,149 億円を計上した一方、特別損失に、燃料デブリ取り出しにかかる支出のう

ち作業費用などで災害特別損失 3,949 億円や、原子力損害賠償費 1,079 億円、また、減損

損失 105 億円などを加えた 6,093 億円を計上したことから、親会社株主に帰属する当期純

損益は 507 億円の利益となりました。 
 

                   （単位：億円） 

 
当年度 
（A） 

前年度 
（B） 

比 較 
A－B A／B（％） 

 売 上 高   62,414   63,384  △    970 98.5 

 営 業 損 益   2,118   3,122  △  1,004 67.8 

 経 常 損 益   2,640   2,765  △    125 95.5 

 特 別 損 益  △ 1,943  △ 182  △ 1,761 - 

 親会社株主に帰属する 
当 期 純 損 益   507   2,324  △  1,817 21.8 

 
 
【セグメント別の経常損益】 

2019 年度のセグメント別の経常損益については、以下のとおりです。 
・東京電力ホールディングス株式会社の経常損益は、東京電力エナジーパートナーへの

卸電力販売の減少などにより、前年度比 797 億円減の 1,529 億円の利益となりました。 
・東京電力フュエル＆パワー株式会社の経常損益は、火力発電事業等を承継した JERA
において、燃料費調整制度の期ずれ影響が好転したことなどにより、前年度比 612 億

円増の 647 億円の利益となりました。 
・東京電力パワーグリッド株式会社の経常損益は、修繕費・減価償却費などの減少によ
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り、前年度比 27 億円増の 1,166 億円の利益となりました。 
・ 東京電力エナジーパートナー株式会社の経常損益は、競争激化や気温影響などにより、

前年度比 127 億円減の 600 億円の利益となりました。 
 

 （単位：億円） 

 
当年度 
（A） 

前年度 
（B） 

比 較 
A－B A／B（％） 

 経 常 損 益   2,640   2,765  △    125 95.5 

 東京電力ホールディングス   1,529   2,327  △    797   65.7 

 東京電力フュエル＆パワー   647   35        612 - 

 東京電力パワーグリッド     1,166   1,139         27   102.4 

 東京電力エナジーパートナー   600   727  △    127   82.5 

 
 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 
東京電力ホールディングス株式会社 

広報室 報道グループ 03-6373-1111（代表） 
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原子力安全改革プラン 2019年度第4四半期進捗報告の概要

第4四半期の進捗

福島原子力事故の反省と教訓を共有する取り組み

• 9回目となる3月11日を迎えるに当たり、社長の小早川が福島第一を訪れ、午後2時46分に黙祷を捧げるとともに、全社員に対して「福島原子力事故の反省と教訓を風化させない」「東京電力の原点は福島」
「安全には終わりが無い」という事を改めて訓示した。

• 福島第一では、「復興と廃炉の両立に向けた福島の皆さまへのお約束」および「廃炉中長期実行プラン2020」を公表した。「復興と廃炉の両立」の大原則の下、組織を「ひらき」、信頼を「つくり」、使命で
ある復興と廃炉を「やり遂げていく」とともに、地域および国民の皆さまのご理解を頂きながら進めるべく、廃炉作業の今後の見通しについて、より丁寧に分かりやすくお伝えする。

• 社長としての責任と決意を原子力規制委員会に回答した「7つの約束」について、原子炉施設保安規定への反映を申請した。当社は、社長の責任のもと、福島第一の廃炉をやり遂げるとともに、終わりなき原子
力発電所の安全性向上を両立させ、地元の要請に真摯に向き合い、決して独りよがりにはならずに、地元と対話を重ね、主体性を持って責任を果たしていく。

• 新型コロナウイルスによる肺炎をはじめとする感染症のリスクが高まってきたことを踏まえ、2月17日より全社を挙げて取り組みを強化しており、原子力部門では、原子力発電所の運転員に対する感染防止対
策に重点を置いて取り組んでいる。

9回目となる3月11日を迎えるに当たり、「福島原子
力事故の日」の取り組みの１つの柱として、原子力部
門の全職場にて「次世代へ向けた原子力安全改革」の
理解活動を行なった。３月11日には、社長の小早川が
福島第一を訪れ、午後2時46分に黙祷を捧げるととも
に、全社員に対して「福島原子力事故の反省と教訓を
風化させない」「東京電力の原点は福島」「安全には
終わりが無い」という事を改めて訓示した。これから
も「私たちの決意」を忘れることなく、世界最高水準
の安全性の確保に向けて原子力安全改革の取り組みを
継続していく。

「福島原子力事故を決して忘れることなく、昨日よりも今日、今日よりも明日の安全レベルを高め、比類無き安全を創造し続ける原子力事業者になる」との決意を実現するため、

原子力安全改革を推進し、廃炉作業を確実に実施するとともに、世界最高水準の発電所を目指す活動を継続している。

福島第一における訓示

新型コロナウイルスに対する原子力部門の取り組み

周辺地域で住民帰還と復興の取り組みが徐々に進む中で、長期
に亘る廃炉作業を進めていくにあたっては「復興と廃炉の両立」
の大原則の下、より一層のリスク低減や安全確保を最優先としつ
つ、地域とともに廃炉を着実に進めていくことが重要であること
から、廃炉事業を通じて福島復興に貢献するための方針と具体策
として「復興と廃炉の両立に向けた福島の皆さまへのお約束」を
とりまとめた（3月27日）。私たちは、廃炉の取り組みに関して、
地域の皆さまのご関心やご疑問に真摯にお応えするとともに、丁
寧な情報発信をより一層強化していくことで、コミュニケーショ
ンのシンカ（進化、深化）を図り、組織を「ひらき」、信頼を
「つくり」、使命である復興と廃炉を「やり遂げていく」。

緊急時訓練による安全性の向上（柏崎刈羽）

2017年8月25日に原子力規制委員会へ提出した、社長としての
責任と決意を回答した「7つの約束*」について、原子炉施設保安
規定への反映を申請した（3月30日）。申請では、原子力事業者
としての基本姿勢として、社長の責任のもと、福島第一の廃炉を
やり遂げるとともに、終わりなき原子力発電所の安全性向上を両
立させていくことなどを明記した。その実現にあたっては、地元
の要請に真摯に向き合い、決して独りよがりにはならずに、地元
と対話を重ね、主体性を持って責任を果たしていく。
*7つの約束；本文1.3章参照

ビニールパーテーションによる感染防止対策（柏崎刈羽）

業務継続および安全性確保に関わるリスク対策については、
これまでも行動計画を定め取り組みを進めてきた。新型コロナ
ウイルス感染症によるリスクに対しては、2月17日より全社を
挙げて取り組みを強化している。原子力部門は、出社前検温な
ど全社大の取り組みに加え、特に原子力安全の確保に最も重要
な役割を果たす原子力発電所の運転員に対する感染防止対策に
重点を置いて、運転員が使用する通勤交通手段、建屋内の動線、
トイレや食事場所などについて専用化を図っていることに加え、
中央操作室への入室制限なども実施している。しかしながら、
柏崎刈羽に勤務している社員が罹患したことなどを踏まえ、感
染拡大防止に向けた追加対策を徹底していく。

原子力規制委員会との面談およびその対応状況

フランジタンク解体のカイゼン（福島第一）

第53回原子力規制委員会の臨時会議にて、社長の小早川が福島第
一における事故・トラブルの原因と対策などについて報告し、意見
交換を行った（1月16日）。意見交換では、事故・トラブルの発生
要因を分析した結果、共通要因として「現場/現物を徹底的に把握
できていない」を抽出し、カイゼン活動を通じた「現場/現物を徹
底的に把握することと、その能力の向上」や「要員と組織の充実」
などの対策について報告した。その対応として、福島第一には、現
場重視の観点にたち、組織改編に合わせて、本社から約80名の要員
を人事発令した。また、柏崎刈羽には、各機能分野の本社側のリー
ダーであるCFAM*が駐在し、現場/現物の観点からカイゼンの取り
組みを開始している。*Corporate Functional Area Manager

廃炉中長期実行プラン2020

「廃炉中長期実行プラン2020」は、中長期ロードマップや原子
力規制委員会のリスクマップに掲げられた目標を達成するべく、
“2031年までの廃炉全体の主要な作業プロセス”を示すことを目的
に策定した（3月27日）。燃料デブリの取り出しについては、2号
機から取り出しを開始（2021年内）後、段階的に取り出し規模を
拡大し、3号機でも先行して検討を進め、1号機に展開することを
想定している。「復興と廃炉の両立」の大原則の下、地域および
国民の皆さまのご理解を頂きながら進めるべく、廃炉作業の今後
の見通しについて、より丁寧に分かりやすくお伝えしていく。

7つの約束の原子炉施設保安規定への反映

復興と廃炉の両立に向けた福島の皆さまへのお約束

3号機（イメージ）

福島の皆さまへのお約束
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原子力改革監視委員会 内部規制組織の活動

安全意識向上のための取り組み 対話力向上のための取り組み 技術力向上のための取り組み

KPI実績

原子力安全改革プラン（マネジメント面）の進捗状況

原子力安全改革プラン マネジメント面の進捗状況

緊急時総合訓練では、福島第一/第二合同訓練を実施した（1月24日）。福島県
浜通りを震源とする地震による福島第一/第二の同時発災を模擬したことから、
情報が錯そうすることが想定されたが、それぞれの発電所の情報を識別するなど
の対策を予め講じた結果、本社が必要な情報を適切に入手することができた。困
難で複雑な状況においても、正確な情報提供ができるよう、緊急時訓練を継続し
ていく。

直営技術力向上訓練では、緊急時に上空から被害状況を迅速に把握するために、
ドローンの操作訓練を実施している。第4四半期には、福島第二において、ド
ローンの操作技術を活用したシナリオを用いて、福島県警と連携した合同防護訓
練を実施した。引き続き、様々な訓練を実施し、直営技術力を向上させていく。

• 第4四半期には、原子力改革監視委員会において、自己評価を通じた重点課題の改善状況等を報告し、「より厳しい自己評価を実施し、組織・ガバナンスを強化するうえで大きな進捗がみられた」
との所見を受けている。自己の弱点・課題を認識し、外部に指摘される前に改善できる組織になれるよう、原子力安全改革を進めていく。

• 安全意識向上のための取り組みについては、福島原子力事故の反省と教訓を伝承し、変化する事業環境に適応して原子力安全改革を進化させる「次世代に向けた原子力安全改革」を推進しており、
原子力安全改革を継続し続けることが、「7つの約束」を果たすことにもつながる。

• 対話力向上のための取り組みについては、福島第一では、ご視察者は18,000人に達した。現在、全ての発電所視察等を中止しているが、ホームページなどを活用し、丁寧な情報発信を継続してい
く。また、青森県内の工業高校を対象にエネルギー講座を実施するなど、次世代を担う若い世代の方々への当社事業の取り組みなどの理解活動を実施した。

• 技術力向上のための取り組みについては、福島県浜通りを震源のとする地震を模擬した福島第一/第二合同訓練を実施し、困難で複雑な状況においても正確な情報提供ができることを確認した。

2019年度のKPIは、2018年度の実績を踏まえた変更方針（2018年度第4四半期進捗報告）に基づき、新たに関連するPI（4項目）の追加等を実施し、1年間監視した結果を示している。

安全意識

原子力リーダー：111ポイント
(目標値：90ポイント）

原子力部門全体： 69ポイント
(目標値：80ポイント）

対話力

内部：77ポイント
(目標値：80ポイント）

外部：108ポイント
(目標値：100ポイント）

福島第一/第二合同訓練（福島第二） 合同防護訓練で使用したドローン

・

経営層への監視・支援強化対策であり、執行側から独
立した内部規制組織である原子力安全監視室は、エクセ
レンスの追求に向け、以下を提言している。
・原子力安全に関する外部指摘について、産業界の標準
的な考え方を理解し、対応の完了までを迅速化すること。
（柏崎刈羽）
・影響の小さいものを含む不安全な状態・行為等の報告
を活用した改善について、経営層の期待事項を明確にし、
厳格な指示として中間管理層に遵守させること。（福島
第一）

2月4日に開催した第17回原子力改革監視委員会では、前回（2019年1月29日）に頂い
た提言を踏まえた重点課題に対する取り組みとして、自己評価の強化、安全・業務品質の
向上、情報伝達の品質向上について報告を行った。委員会からは「前回委員会以降、より
厳しい自己評価を実施し、組織・ガバナンスを強化する上で大きな進捗がみられた。とく
に、執行側が自ら弱点を見つけ、そのギャップを埋めるためのアクションプランを立てて
是正していることは評価する」との所見を受けている。あわせて、委員会からは「「私た
ちの決意」を伝承し続け、原子力安全改革を推し進めること」「コミュニケーションに一
層取り組むこと」「訓練などの繰り返しによる技術力の向上に努めること」などについて
の提言も頂いた。頂いた所見におごることなく、提言は厳粛に受け止め、自己の弱点・課
題を認識し、外部に指摘される前に改善できる組織になれるよう、原子力安全改革を進め
ていく。

「次世代に向けた原子力安全改革」より（今日（左）よりも明日（右）を表した図）

原子力改革監視委員会

福島第一では、2019年度の視察者は18,000人に達した。2月には、作家の江上
剛様に福島第一や廃炉資料館をご視察頂き「廃炉資料館は、東京電力が責任と
覚悟を持って作り込んだことがよくわかる内容だった」とのご意見を頂いた。
現在、感染症の感染予防・拡大防止を目的に、全ての発電所視察等を中止、資
料館・PR館等を休館しているが、ホームページ、SNSおよび情報誌などを活用
し、丁寧な情報発信を継続していく。

次世代を担う若い世代の方々への当社取り組みの理解活動として、柏崎刈羽
では新潟県内の中学校、青森事業本部では青森県内の工業高校を対象に、エネ
ルギー講座を実施し、「福島の反省を教訓に対策を行っていることが分かっ
た」といった声を頂いた。

中学校でのエネルギー講座江上剛様の廃炉資料館視察
「次世代に向けた原子力安全改革」は、福島原子力事故の反省と教訓を伝承し、

変化する事業環境に適応して原子力安全改革を進化させる活動で、「福島原子力
事故の日」から取り組んでいる。福島原子力事故を経験していない社員が増えて
いく中で、「私たちの決意」を堅持し，日々の業務の全てが、今日よりも明日の
原子力安全を高める活動となることを目的としており、原子力安全改革を継続し
続けることが、「7つの約束」を果たすことにもつながる。
「次世代に向けた原子力安全改革」の主な内容は以下のとおり。

・私たちの決意を含む「福島原子力事故の反省と教訓」を、次の世代へ伝承
・設備やマネジメントの安全対策は、環境の変化に適応してカイゼンして継続
・業務の仕組みや進め方はマネジメントモデルと廃炉推進戦略書で体系化し、
日々の実務に展開
・取り組みの進捗を社外に公表し、評価と意見を頂いて、次の計画に反映

技術力

平常時：128ポイント
（目標値：110ポイント）

緊急時：106ポイント
（目標値：110ポイント）
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【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社  

原子力・立地本部広報グループ 03-6373-1111（代表） 

 

 

福島第二原子力発電所の廃止措置計画認可申請および事前了解願いの提出について 

 

 

2020 年 5 月 29 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 
 

当社は、本日、原子炉等規制法に基づき、福島第二原子力発電所の廃止措置計画認可    
申請書を原子力規制委員会へ提出いたしました。 

 
なお、これに先立ち、本日、福島県、楢葉町及び富岡町に「福島第二原子力発電所の   

廃炉の実施に係る周辺地域の安全確保に関する協定書」第３条（施設の新増設等に対する

事前了解）に基づき、廃止措置の実施に係る事前了解願いを提出いたしました。 
 
 今後、原子力規制委員会の審査に適切に対応していくとともに、安全確保を最優先に、

福島第二原子力発電所の廃止措置に取り組んでまいります。 
 
 

以 上 
 
 
【添付資料】 
・福島第二原子力発電所廃止措置計画認可申請書の概要について 
 

■福島第二原子力発電所 廃止措置計画認可申請書はこちらからご確認ください 
https://www.tepco.co.jp/electricity/mechanism_and_facilities/power_generation/nuclear_po
wer/decommissioning_plan.html 
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福島第二原子力発電所
廃止措置計画認可申請書の概要について

2020年５月29日
東京電力ホールディングス株式会社

1福島第二原子力発電所のこれまでの経緯

福島第二原子力発電所は1982年の1号炉運転開始以降、長きにわたり当社の電力安
定供給の一翼を担ってまいりましたが、2019年7月に全号機の廃止を決定し、本日、廃止
措置計画認可申請書を原子力規制委員会に提出しました。
今後は、廃止措置計画の認可に向けて、審査に適切に対応していくとともに、廃止措置に
取り組んでまいります。

2019年 7月31日 全号炉の廃止を決定
2019年 9月30日 電気事業法に基づく発電事業変更届出書を経済産業大臣に提出
2020年 5月29日 廃止措置計画認可申請書を原子力規制委員会に提出

＜参考：福島第二原子力発電所のこれまでの歩み＞
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2廃止措置の基本方針

廃止措置は、関係法令等を遵守し、以下の基本方針の下で安全確保を最優先に実施し
てまいります。

廃止措置の実施にあたっては、関係法令、関係告示を遵守する。
施設周辺の一般公衆及び放射線業務従事者の放射線被ばくを可能な限り低減する。
使用済燃料は、廃止措置終了までに再処理施設へ全量搬出し、再処理事業者に譲り
渡す。
放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物は、適切に処理を行い管理放出する。放射
性固体廃棄物は、関係法令等に基づき、廃棄物の種類・性状に応じた処理を行って、廃
止措置終了までに原子炉等規制法に基づき廃棄の事業の許可を受けた者の廃棄施設
に廃棄する。
原子炉建屋や使用済燃料プールの冷却浄化機能など、廃止措置期間中において保安
のために必要な発電用原子炉施設は、廃止措置の進捗に応じてその機能及び性能を適
切に維持管理する。
廃止措置期間中の保安活動及び品質保証に必要な事項は、保安規定に定めて実施
する。
廃止措置の実施にあたっては、廃止措置期間中に機能及び性能を維持すべき設備に影
響を及ぼさないことを確認したうえで工事を実施する。

廃止措置の基本方針廃止措置の基本方針

安全確保を最優先
とした廃止措置の実施

3廃止措置における安全確保対策

廃止措置を進めるにあたっては、以下の安全確保対策を講じてまいります。

放射性物質の漏えい及び拡散防止対策
・ 建屋、換気設備等による放射性物質の施設
外への漏えい、拡散防止機能の維持

・ 工事対象範囲の汚染状況を踏まえた局所フィ
ルタ、局所排風機等の採用

・ 放射性物質の放出管理及び周辺環境に対す
る放射線モニタリング 等

放射線業務従事者の被ばく低減対策

・ 外部被ばく低減のため、遮へい、遠隔操作装置の
導入及び立入制限

・ 内部被ばく防止のため、マスク等の防護具等の使用
・ 適切な汚染の除去（除染）
・ 作業中の線量当量率の測定、監視 等

事故防止対策
・ 維持管理設備に影響を及ぼさない工事方法の
計画

・ 難燃性資機材の使用、可燃性ガスを使用する
場合の管理の徹底、重量物に適合した揚重設
備の使用等

・ 事故発生時における拡大防止等の応急処置、
早期復旧

労働災害防止対策

・ 高所作業対策、石綿等有害物対策、感電防止
対策、粉じん障害対策、酸欠防止対策、振動対策、
騒音対策、火傷防止対策、回転工具取扱対策等
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4廃止措置の進め方（全体工程）
福島第二（４基）の廃止措置期間は44年を見込んでおり、全体工程を４段階に区分
して実施してまいります。
廃止措置計画には、第１段階である「解体工事準備期間」に実施する具体的事項につい
て記載します。第２段階以降については、第１段階において実施する汚染状況調査結果
などを踏まえ、改めて廃止措置計画に反映し、変更の認可を受ける予定です。

廃止措置の主な手順（４基計）

5解体対象施設
廃止措置計画における解体対象施設は、主に原子炉建屋、タービン建屋、廃棄物処理
建屋等の管理区域内の設備であり、これらの解体撤去は第2段階以降に進めてまいります。
管理区域外（屋外等）の供用を終了した設備については、第１段階から順次解体撤去
を進めてまいります。

固体廃棄物貯蔵庫

サイトバンカ建屋

キャスク保管建屋

：管理区域を有する建屋・構築物

廃棄物処理建屋

サプレッション・プール水サージタンク

排気筒

復水貯蔵タンク

1～4号炉原子炉建屋、タービン建屋等
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6廃止措置期間中における性能維持施設
廃止措置期間中に性能を維持すべき施設は、周辺公衆及び放射線業務従事者の被ばく
低減を図るとともに、廃止措置の実施に対する安全確保のため、必要な期間、必要な機
能を維持・管理してまいります。
これら施設については、必要な期間中、必要な機能及び性能を維持できるよう、保安規定
に施設管理計画を定め、これに基づき施設管理を実施します。

＜第1段階における主な性能維持施設＞

7解体工事準備期間（第１段階）に行う具体的事項

① 汚染状況の調査

② 汚染の除去

③ 放射線管理区域外（屋外）の設備の解体撤去

④ 原子炉建屋内核燃料物質貯蔵設備からの核燃料物質の搬
出（取出し）

⑤ 放射性廃棄物の処理処分

解体工事準備期間（第１段階）に実施する具体的事項は以下のとおりです。
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8① 汚染状況の調査

周辺公衆及び放射線業務従事者の被ばく低減に向けた適切な解体撤去工法及び手順
の策定、並びに解体撤去工事に伴って発生する放射性固体廃棄物の発生量に関する評
価精度の向上を図るため、汚染状況の調査を行います。
なお、下図は現在の主要施設における除染前の推定汚染分布であり、今後、除染等を進
めることにより放射性廃棄物の発生量の抑制に努めていきます。

主な廃止措置対象施設の除染前における推定汚染分布

原 子 炉 建 屋
原子炉格納容器

原子炉圧力容器

炉心支持構造物
タ ー ビ ン 建 屋

タービン

：低レベル放射性廃棄物のうち、放射能レベルの比較的高いもの（L1）
：低レベル放射性廃棄物のうち、放射能レベルの比較的低いもの（L2）
：低レベル放射性廃棄物のうち、放射能レベルの極めて低いもの（L3）
：放射性物質として扱う必要のないもの

9② 汚染の除去

解体撤去作業等における被ばくを可能な限り低減するため、除染による被ばく量の低減が
有効と考えられる機器や配管等を対象に、機械や薬品を用いて除染を行います。

機械的除染
放射性物質を含む汚れを金属などの硬い
粒（球形粒子）をぶつけて削り取る方法

化学的除染
放射性物質を含む汚れを薬品

を使って溶かす方法

『出典：公益財団法人原子力安全技術センターＨＰをもとに作成』

除染の方法

放射性物質が付着した金属

容器

薬品

投射
圧縮エアー

水

球形粒子

放射性物質が付着した金属

34



屋外に設置している設備・機器については、安全確保の機能に影響を与えない範囲内で
解体撤去工事を行ってまいります。
解体物のうち、有用物は可能な限り有効利用に努め、廃棄物は法規制に従い適切な処
理・処分方法を検討してまいります。
なお、第1段階では、放射線管理区域内での解体撤去工事は行いません。

10③ 放射線管理区域外（屋外）の設備の解体撤去

＜主変圧器＞＜格納容器内ガス濃度制御系＞
放射線管理区域外（屋外）に設置されている設備（例）

11④原子炉建屋内核燃料物質貯蔵設備からの核燃料物質の搬出（取出し）

使用済燃料プールに貯蔵中の使用済燃料は、第３段階である「原子炉本体等解体撤去
期間」の開始までに搬出（取出し）を完了させ、廃止措置が終了するまでに、全量を再処
理事業者へ譲り渡します。
将来導入する予定の使用済燃料乾式貯蔵施設については、改めて廃止措置計画に反映
し変更の認可を受ける予定です。
なお、新燃料については、原子炉本体等解体撤去期間（第３段階）の開始までに加工
事業者等に譲り渡します。

使用済燃料及び新燃料の現在の貯蔵場所と数量について
種類 貯蔵場所 数量

使用済燃料

１号炉 使用済燃料プール 2,334 体
２号炉 使用済燃料プール 2,402 体
３号炉 使用済燃料プール 2,360 体
４号炉 使用済燃料プール 2,436 体

合 計 9,532 体

新燃料

１号炉 使用済燃料プール 200 体
２号炉 使用済燃料プール 80 体
３号炉 使用済燃料プール 184 体
４号炉 使用済燃料プール 80 体

合 計 544 体
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12⑤ 放射性廃棄物の処理処分
廃止措置に伴い発生する放射性固体廃棄物は、関係法令等に基づき廃棄物の種類・性
状に応じて適切に処理を行い、廃止措置終了までに原子炉等規制法の許可を受けた廃
棄事業者の廃棄施設へ廃棄します。
残りの解体物は、一般産業廃棄物として扱うことが可能ですが、可能な限り有効利用に
努めてまいります。
なお、放射性気体廃棄物及び放射性液体廃棄物についても、これまでと同様に、関係法
令等に基づいて適切に処理を行い、管理放出します。

※ 発生量については、第１段階に実施する汚染状況調査結果を踏まえて見直してまいります。

廃止措置期間中に発生する解体物の推定発生量

13第１段階における周辺公衆被ばく評価、従事者被ばく評価
第１段階期間中の周辺公衆被ばく、従事者被ばく線量については、運転中の評価値や法
令で定める線量限度を十分に下回るものと評価しています。
第2段階以降の被ばく量は、汚染状況の把握、作業計画を策定のうえで改めて評価します。

周辺公衆被ばく（敷地境界）

放射線業務従事者被ばく
第１段階期間中（10年間）の被ばく量は、1基あたり約0.7人・Sv（年間平均 約0.07人・Sv※）であり、
運転中に比べて十分低くなると評価しています。

原子炉が停止してから長期間が経過していること、第１段階は管理区域内の解体作業を行わないこと等
から、周辺公衆の被ばく線量は、指針における線量目標値50μSv/年を十分に下回るものと評価しています。
実際の運用では、この約4.3μSv/年を十分下回るように努めてまいります。

第1段階
期間中

（参考）
線量限度

（線量限度告示※1）
線量目標値

（線量目標値に関する指針※2）

周辺公衆被ばく線量 約4.3μSv／年 1,000μSv／年以下 50μSv／年
※1：核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定める告示
※2：発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針

※：1人当たり換算 約0.14mSv／年
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14廃止措置に関する費用
廃止措置に要する費用は、全額自己資金により賄います。
今後、原子力発電施設解体引当金制度による積立期間において、総見積額の全額の
積み立てを計画しています。

原子力発電施設の解体に要する総見積額（2019年８月時点）

項目
見積額

１号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉
施設解体費 約506億円 約502億円 約497億円 約492億円

解体廃棄物処理処分費 約191億円 約212億円 約211億円 約212億円
合計 約697億円 約714億円 約708億円 約704億円

原子力発電施設解体引当金累積積立額（2020年３月末現在）

項目
積立額

１号炉 ２号炉 ３号炉 ４号炉
原子力発電施設解体引当金 約601億円 約573億円 約519億円 約501億円
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（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の
推進に関する取り組み

（２）滞留水処理の完了に向けた取り組み （３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取り組み

④建屋滞留水の処理
⑤滞留水中に含まれるα 核種の濃度を低減するための

除去対策
⑥プロセス主建屋、高温焼却炉建屋におけるゼオライト

土嚢に対する線量緩和対策、安全な管理方法の検討

⑦津波対策や豪雨対策など大規模災害リスクに備え、
必要な対策の計画的な実施

⑧汚染水対策の効果を将来にわたって維持するための
設備の定期的な点検・更新

⑨燃料デブリ取り出しが段階的に規模が拡大することを踏まえ、
必要に応じ、追加的な対策の検討

【３つの基本方針】
①汚染源を「取り除く」
②汚染源に水を「近づけない」
③汚染水を「漏らさない」

廃炉・汚染水対策の概要 ２０２０年５月２８日
廃炉・汚染水対策チーム会合／事務局会議

1/8

「廃炉」の主な作業項目と作業ステップ

～汚染水対策は、下記の３つの取り組み進めています～

（注１）事故により溶け落ちた燃料。

使用済燃料プールからの燃料取り出しは、２０１４年１２月に４号機が完了し、２０１９年４月１５日より３号機の燃料取り出しを進めています。
作業にあたっては、周辺環境のダスト濃度を監視しながら安全第一で進めます。引き続き、１、２号機の燃料取り出し、１～３号機燃料デブリ(注１)取り出し
の開始に向け順次作業を進めています。

2019年4月15日より、3号機使用済燃料
プールからの燃料取り出しを開始しました。

2020年度末の燃料取り出し完了を目指しガ
レキ撤去作業並びに燃料取り出し作業を進めて
います。

使用済燃料プールからの燃料取り出し

使用済燃料プール
からの燃料取り出し

保管／搬出燃料取り出し
燃料取り出し
設備の設置

ガレキ撤去、
除染

原子炉施設の解体等 解体等
設備の設計

・製作
シナリオ

・技術の検討

１,２号機 ３号機 ４号機 １～６号機 燃料取り出し完了 2031年内

１号機 燃料取り出し開始 2027年度～2028年度

２号機 燃料取り出し開始 2024年度～2026年度

３号機 燃料取り出し完了 2020年度内

４号機 燃料取り出し完了 2014年

初号機 燃料デブリ取り出し開始

２号機 2021年内

燃料デブリ
取り出し

保管／搬出
燃料デブリ
取り出し

原子炉格納容器内の状況把握／
燃料デブリ取り出し工法の検討 等

２号機１,３号機

揚水井

地下水位

原子炉建屋

水ガラス
地盤改良

浄化処理
溶接型タンクへの
リプレース及び増設

屋根破損部補修

海
側
遮
水
壁

地
下
水
ド
レ
ン

陸
側
遮
水
壁

地
下
水
バ
イ
パ
ス

サ
ブ
ド
レ
ン

滞留水
滞留水

陸
側
遮
水
壁

サ
ブ
ド
レ
ン

ウ
ェ
ル
ポ
イ
ン
ト

敷地舗装

タービン建屋

セシウム除去
淡水化

メガフロート
着底

港
湾

赤字：（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進
青字：（２）滞留水処理の完了
緑字：（３）汚染水対策の安定的な運用

更なる
水位低下

（１）３つの基本方針に従った汚染水対策の推進に関する取り組み
• 多核種除去設備以外で処理したストロンチウム処理水は、多核種除去設備での処理を行い、溶

接型タンクで保管しています。
• 陸側遮水壁、サブドレン等の重層的な汚染水対策により、建屋周辺の地下水位を低位で安定的

に管理しています。また、建屋屋根の破損部の補修や構内のフェーシング等により、降雨時の
汚染水発生量の増加も抑制傾向となり、汚染水発生量は、対策前の約540m3/日（2014年5
月）から約180m3/日（2019年度）まで低減しています。

• 汚染水発生量の更なる低減に向けて対策を進め、2020年内には150m3/日程度に、2025年
内には100m3/日以下に抑制する計画です。

（２）滞留水処理の完了に向けた取り組み
• 建屋滞留水水位を計画的に低下させ、1,2号機及び3,4号機間の連通部の切り離しを達成しま

した。また、水位低下の進捗により確認されたα核種については、性状把握や処理方法の検討
を進めています。

• 2020年内に１～３号機原子炉建屋、プロセス主建屋、高温焼却炉建屋を除く建屋内滞留水処
理を完了し、原子炉建屋については2022年度～2024年度に滞留水の量を2020年末の半分
程度に低減させる計画です。

• プロセス主建屋、高温焼却炉建屋の地下階に、震災直後の汚染水対策の一環として設置したゼ
オライト土嚢について、線量低減策及び安定化に向けた検討を進めています。

• 津波対策として、建屋開口部の閉止対策や防潮堤設置、メガフロートの移動・着底等の工事を
進めています。また、豪雨対策として、土嚢設置による直接的な建屋への流入を抑制するとと
もに、排水路強化等を計画的に実施していきます。

取り出し
完了燃料（体）

119/566
（2020/5/28時点）

開
渠
内

トレンチ

防潮堤

汲み上げ

汲み上げ 汲み上げ

汲み上げ

汲み上げ

燃料取り出しの状況
（撮影日2019年4月15日）

（３）汚染水対策の安定的な運用に向けた取り組み
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３号機タービン建屋の屋根雨水対策のうち
屋根損傷部への流入防止堰の設置作業に着手

３号機燃料取り出しを５月２６日より再開

◆１～３号機の原子炉・格納容器の温度は、この１か月、約15℃～約25℃※１で推移しています。
また、原子炉建屋からの放射性物質の放出量等については有意な変動がなく※２、総合的に冷温停止状態を維持していると判断しています。

※１ 号機や温度計の位置により多少異なります。
※２ １～４号機原子炉建屋からの放出による被ばく線量への影響は、2020年４月の評価では敷地境界で年間0.00013ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ未満です。

なお、自然放射線による被ばく線量は年間約2.1ﾐﾘｼｰﾍﾞﾙﾄ (日本平均)です。

東京電力ホールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ進捗状況（概要版）

取り組みの状況

2/8

安全第一福島第一安全第一福島第一安全第一福島第一

4号機

原子炉
格納容器
(PCV)

原子炉
圧力容器
(RPV)

燃料
デブリ

建
屋
カ
バ
ー
鉄
骨

使用済燃料
プール(SFP)

注水

ﾌﾞﾛｰｱｳﾄﾊﾟﾈﾙ
（閉止完了）

2号機

ペ
デ
ス
タ
ル

3号機

前室

防風
フェンス

オペレーティングフロア
（オペフロ）

注水

392体 615体

陸
側
遮
水
壁

2016/3/31

凍結開始

1568/1568
凍結管設置 (本)

2015/11/9
凍結管設置完了

＊2：2012年に先行して
取り出した新燃料2体を含む

燃料取り出し用カバー

取り出し完了燃料（体）

1535/1535*2
（2014/12/22燃料取り出し完了）

注水

ドーム屋根

燃料取扱機
クレーン

FHM
ガーダ遮へい体

取り出し完了燃料（体）＊1

119/566
（2020/5/28時点）

＊1：共用プールのラックに
貯蔵した燃料

１/２号機排気筒解体作業が完了
2019年8月1日から実施してい

た1/2号機排気筒の解体作業につい
ては、地元企業の(株)エイブル様に
御担当頂き、解体前の高さ120mに
対し、4月29日に、当初計画の59
mまでの解体が終了しました。その
後、5月1日に筒身頂部へ雨水浸入
防止用の蓋を設置し、一連の作業が
全て完了しました。

これにより、排気筒の耐震上の裕
度が向上し、リスクを低減すること
が出来ました。

3月30日より実施していた燃料取扱機等の点検及び作業員増員のた
めの追加訓練について、５月23日に問題なく完了したことを受け、５
月26日より燃料取り出しを再開しております。

また、これまでに16体確認されているハンドル変形燃料のうち10
体※1に対し、吊り上げ試験を実施した結果、事前に定めた荷重※2の範

原子炉建屋(R/B)1号機

汚染水発生量の抑制を目的として、建屋の屋根損傷部閉止等の屋根雨水対策を進
めております。2019年7月より、3号機タービン建屋の屋根上部のガレキ撤去
を実施しており、約98%が完了
しました。また、5月18日から
は雨水対策として、屋根損傷部
への流入防止堰の設置作業を開
始しました。

今後、損傷部(約1,000m2)へ
のシート掛けや防水塗装を実施
し、９月頃の対策完了を目標に、
安全を最優先に作業を進めます。

3号機タービン建屋上屋ガレキ撤去状況

新型コロナウイルス対策を徹底し
作業を継続

１号機アクセスルート構築作業は
計画通りに進捗

ハンドル変形模擬燃料の吊り上げ状況

ハンドル
変形燃料

燃料取扱機
燃料掴み具

囲では吊り上げられない燃料が3体あったことを
確認しました。今後、ガレキや固着の状況等を調
査した上で、詳細な対応を検討するとともに、残
りの燃料についても吊り上げ試験を実施します。

2020年度末の燃料取り出し完了に向けて、引
き続き、安全を最優先に取り出し作業を進めます。

※1：これ以外のハンドル変形燃料1体について、吊り上げ前に干渉が確認されたため、吊り上げ試験を中止。
※2：大きくハンドルが変形した燃料に吊り上げ荷重を付与しても影響の無いと評価等で定めた荷重。

荷重計の表示値で約700kg。

3号機東側クレーンヤード整備状況

３号機T/B屋根面対策の全体像

建屋海側道路
逆洗弁ピット

600tC/C

①クレーンヤード整備

③雨水対策
（堰設置、損傷部シー
ト掛け、防水塗装）

②ガレキ撤去

3,4増設S/B
約680m2 T/B低層部

約680m2

吸引装置

T/B上屋

福島第一原子力発電所では、これまで出社前検温
の実施やマスク着用の徹底、休憩所の時差利用によ
る３密回避等、感染拡大防止対策を継続実施中であ
り、現時点(5月26日)で東京電力HD(株)社員及び協
力企業作業員に新型コロナウイルスの罹患者は発生
しておりません。

また、感染防止対策強化期間と定めたＧＷ期間後
についても県外へ往来した者には、感染拡大予防策
として、原則2週間の在宅勤務期間を設けております。

これまでに工程遅延等、作業への大きな影響はな
く、現在、5月25日の首都圏の緊急事態宣言の解除
を踏まえ、今後の対策を検討中です。

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震
モデルを踏まえた影響を評価中

4月21日、内閣府が「日本海溝・千島海
溝沿いの巨大地震モデル」を公表したこと
を受け、津波再評価を含
めた影響の評価等を実施
しています。

今後、2020年度上期
を目標に津波再評価を実
施し、その結果を踏まえ
て、必要に応じて追加対
策を講じて参ります。 2020.4.21内閣府公表資料より抜粋

1号機原子炉格納容器(以下、PCV)内部調
査に向けたアクセスルート構築作業として
PCV内干渉物の切断を5月26日より開始し、
2箇所中1箇所目の手摺りの切断を実施して
います。

干渉物切断の対象としては手摺りの他、グ
レーチング・グレーチング下部鋼材・電線管
の切断を計画しています。事前に切断箇所の
洗浄を行い、切断時のダスト発生を抑制する
等、安全を最優先に作業を進め、2020年度
下期の内部調査開始を目指します。

▼GL+120m

解体開始前(2019年7月)

▼GL+59m

解体完了後(2020年5月)

頂部蓋
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主な取り組みの配置図

3/8

６
号

５
号

敷地境界

MP-2

MP-4

※モニタリングポスト（MP-1～MP-8）のデータ

敷地境界周辺の空間線量率を測定しているモニタリングポスト(MP)のデータ（10分値）は0.381μSv/h～1.276μSv/h（2020/4/27 ～ 2020/5/26）。
MP-2～MP-8については、空間線量率の変動をより正確に測定することを目的に、2012/2/10～4/18に、環境改善（森林の伐採、表土の除去、遮へい壁の設置）の工事を実施しました。
環境改善工事により、発電所敷地内と比較して、MP周辺の空間線量率だけが低くなっています。
MP-6については、さらなる森林伐採等を実施した結果、遮へい壁外側の空間線量率が大幅に低減したことから、2013/７/10～７/11にかけて遮へい壁を撤去しました。

MP-6

提供：日本スペースイメージング（株）2018.6.14撮影
Product(C)[2018] DigitalGlobe, Inc.

MP-3

MP-5

MP-7

MP-8

凍土方式による
陸側遮水壁

海側遮水壁

地盤改良

地下水バイパス
地
下
水
の
流
れ

タンク設置エリア

MP-1

廃棄物処理・貯蔵設備
貯蔵庫設置予定エリア

廃棄物貯蔵庫
設置エリア

１
号

２
号

３
号

４
号

サブドレン

３号機燃料取り出しを
５月２６日より再開

３号機タービン建屋の屋根雨水対策のうち
屋根損傷部への流入防止堰の設置作業に着手

１/２号機排気筒解体作業が完了

新型コロナウイルス対策を徹底し作業を継続

１号機アクセスルート構築作業は
計画通りに進捗

日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデル
を踏まえた影響を評価中
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４月 ５月 ６月

国

当社

▲
4/18

感染者発生
（発電所）

▲
4/22

感染者発生
(新潟本部）

▲
4/24

感染者発生
（発電所）

▲
4/25

感染者発生
（新潟本部）

▲ 4/7 ７都道府県に緊急事態宣言

▲ 5/25 全国で緊急事態宣言解除
▲ 4/16 全国に緊急事態宣言拡大

▲ 5/4 緊急事態宣言を5/31まで延長

●
6/3

地域の会

柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染拡大防止対策

資料Ｐ2
【追加の対策】

• 緊急時の初動対応
要員についても各
班間での接触を回
避する体制に変更

• 従業員同士の接触
回避を図るため、
当発電所の安全確
保に関わる業務や
法令に基づき必要
な業務等を除き、
極力、自宅でのテ
レワークに移行

・社員の不要不急の外
出自粛を改めて徹底

資料Ｐ11～16
【追加の対策】

感染リスクをクリーン
アップする対策強化期
間として５月10 日まで
以下の対策を実施。

① 保健所調査へのより
一層の協力と東京電
力社員への対策強化

② 関係会社、協力企業
のみなさまへの対策
強化

③ 工事の中断
④ 医療機関への負担軽

減協力

資料Ｐ17～25
【実績と今後の対策】

• 追加対策について、社員、関係会
社・協力企業のみなさまが徹底・
実行できたことを確認

①② 行動遵守状況の確認
出社率約20%

③ 工事件数約120件
作業員数約1,200人

④ 当社産業医による初期
対応・ＰＣＲ検体の採取

• 対策強化期間において、新たな感
染者は確認されず

• 今後も当面の間、感染予防対策を
継続し、感染リスク低減に努める

資料Ｐ26～27
【実績】

〇社員の出社率
対策強化期間（4月27日
～5月10日）後も50％
以下で推移

〇工事件数・作業員数
工事再開後、工事件数・作業
員数ともに概ね計画通りに推
移

（計画と実績）
・工事件数

計画315件→実績284件
・作業員数

計画3,300人→実績2,960人

▲
4/20 
公表 ▲

4/27
公表

▲
5/11
公表

▲
5/28
公表

▲
4/23 
公表

資料Ｐ5～6
ここまでの

まとめ

【従来からの対策】

対策概要
1. 危機管理体制

・情報共有、連絡体制
強化

2. 事業継続計画
・事業継続計画策定
・感染者発生時の初動

対応ルール化
・協力企業への協力依

頼
3. 感染予防・拡大防止

・マスクの着用徹底
・毎日検温の実施
・昼休みシフト制導入

その他対策
・運転員保護の観点での

対策
・発電所と新潟県外との

往来禁止
・ＰＲ施設の休館

各種イベントの中止
発電所視察の中止

▲ 5/14 39都道府県で緊急事態解除

▲ 5/21 関西2府1県で緊急事態宣言解除

2020年６月３日
東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所



当社柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染者の発生について 

 

2020 年 4 月 18 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

本日、柏崎刈羽原子力発電所に勤務している当社社員 1 名がＰＣＲ検査の結

果、新型コロナウイルス感染症に感染していることを確認しましたので、お知

らせいたします。 

柏崎刈羽原子力発電所ではこれまで、新型コロナウイルス感染症に対して発

電所長を本部長とした事業所本部を設置し、事業継続計画および感染予防・拡

大防止対策等を実施しており、本件による発電所の安定的な運営に影響はござ

いません。なお、柏崎刈羽原子力発電所では現在１～7 号機全てが停止中であり、

燃料は使用済燃料プールで安定冷却を継続しています。 

地域の方々にご安心いただけるよう、保健所の指導に基づき適切に対応する

とともに、感染拡大防止対策を継続して実施し、発電所の安定的な運営に努め

てまいります。 
 

１．感染者 

○ 当社社員 1 名 
 

2．実施済みの対応内容 

○ 感染者が勤務していた執務室内の消毒 

○ 感染者と業務上で接点のあった社員の自宅待機 
 

3．柏崎刈羽原子力発電所における主な感染予防・拡大防止対策 

○ 通勤時、就業中から帰宅するまで「マスク着用」による感染予防の徹底 

○ 毎日出社前検温を実施し、健康管理表にて日々の体調を管理 

○ 手指のアルコール消毒の励行、当所発電所事務本館執務エリアの入室制限、

共用スペース使用後の消毒の実施 

○ 出張を含む往来の原則禁止 

○ 昼休みシフト制導入、食堂での対面食事の制限  

○ 運転員の他社員・協力企業社員との接触回避  

等 
 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス 

感染予防・拡大防止策について 

 

2020年 4月 20日 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 

  

新型コロナウイルス感染者の増加に伴い、緊急事態宣言の対象が全国に拡大

されております。そのような中、今月 18日には当発電所員１名の罹患が確認さ

れ、地域の皆さまに大変なご心配をおかけしております。 

すでに当該所員が勤務していた執務室内の消毒を完了しており、構内従事者

に当該所員との濃厚接触者はいないことを保健所にご判断いただいております。

また、発症から１週間さかのぼって当該社員と業務上で接点のあった社員５名

については、念のため自宅待機としております。 

 

当発電所では、危機管理体制を構築するとともに、運転管理業務等、発電所

の安全確保に必要な業務を確実に継続するための計画を整備しております。ま

た、出社前検温、通勤時・就業時のマスク着用、手洗いやアルコール消毒の徹

底を図ると共に、多くの社員が集まる会議や研修の中止、県外との往来の原則

禁止等の感染予防・拡大防止策を講じてまいりました。 

 

このような中で所員が罹患し、地域の皆さまに大変なご心配をおかけしてい

ることを重く受け止め、改めて、社員の不要不急の外出自粛を徹底しておりま

す。また、従来より運転員とその他の所員との接触回避を進めてまいりました

が、緊急時の初動対応要員についても、各班間での接触を回避する体制に変更

いたしました。さらに、当発電所の安全確保に関わる業務や法令に基づき必要

な業務等を除き、極力、自宅でのテレワークに移行することで、さらなる従業

員同士の接触回避を図ることといたしました。 

 

地域の皆さまにご安心いただけるよう、引き続き、感染予防・拡大防止対策

の徹底を図るとともに、発電所の安定的な運営に影響が及ばないよう取り組ん

でまいります。 

 

以 上 
【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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当社グループにおける新型コロナウイルス感染者の発生について 

 

2020年 4月 22日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 本日、新潟県柏崎市の事業所に勤務している当社社員 1名がＰＣＲ検査の結

果、新型コロナウイルス感染症に感染していることを確認しましたので、お知

らせいたします。 

当社グループ※では現在、新型コロナウイルス感染症に対して当社社長を本部

長とした新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、事業継続計画および感

染予防・拡大防止対策等を実施しており、本件による電力供給および発電所の安

定的な運営、ならびに廃炉作業の安全確保に影響はございません。 

引き続き、保健所の指導に基づき適切に対応するとともに、感染拡大防止対策

を継続して実施してまいります。 

 

１．事業所・感染者数 

 東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本部 社員 １名 

  （柏崎刈羽原子力発電所に勤務する社員ではありません。） 

 

２．対応内容 

 ○感染者が勤務していた執務室内の消毒 

○感染者の周辺で勤務していた社員の自宅待機指示 

 

３．新潟本部における主な感染拡大防止対策 

 ○優先業務以外は原則在宅勤務を実施 

○出社前検温の実施および通勤・就業時におけるマスク着用の義務化 

 ○新潟県外への業務上の往来を原則禁止 

○新潟県外への往来があった社員は、新潟県内に戻ってから２週間、不要不急

の外出を控えるとともに在宅勤務を実施 

 ○柏崎刈羽原子力発電所所員との接触を極力控える 

 

※東京電力ホールディングス株式会社、東京電力フュエル&パワー株式会社、東京電力パワーグリッド 

株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、東京電力リニューアブルパワー株式会社の 5社 

 

以 上 
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【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本部 渉外・広報部 報道グループ 025-283-7461（代表） 
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柏崎刈羽原子力発電所における
新型コロナウイルス感染予防・拡大防止対策について

2020年4月23日

東京電力ホールディングス株式会社

柏崎刈羽原子力発電所

１．当所における対策概要 １

発電所長を本部長とした事業所本部を設置し、以下3項目の対策を講じている。

１．危機管理体制
毎朝の発電所内会議にて、日々の状況について情報共有
感染疑い者発生時の情報連絡体制を強化

2．事業継続計画
あらかじめ国内の感染状況に応じた事業継続計画を策定
発電所の安定的な運営のために必要な主要業務の維持継続を図る
感染者発生時の初動対応をルール化
協力企業についても当社対策に倣い、自社対策の立案を依頼

3．感染予防・拡大防止
通勤時および就業中におけるマスク着用の徹底
毎日検温を実施し、健康管理表にて日々の体調を管理
手洗いおよび手指のアルコール消毒の励行、共用スペース使用後の消毒実施
昼休みシフト制の導入、食堂における対面食事の制限 等
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【発電所と新潟県外との往来禁止】
原子力部門の社員（福島第一、第二、東通を含む）を対象に以下の対応を取っている。
県外と発電所間の業務上の往来（出張等）禁止
発電所にいる単身赴任者等は、東京圏等への帰宅・帰省制限を強く要請

【PR施設の休館、各種イベント・発電所視察の中止】
地域の皆さまとのコミュニケーション活動に関しては、新型コロナウイルスの感染拡大防
止の観点から、以下の対策を講じている。※期間は3月3日から当面の間
柏崎市・刈羽村内の当社ＰＲ施設の休館
柏崎刈羽原子力発電所サービスホール、柏崎エネルギーホール、
TEPCOプラザ柏崎Comfy（カムフィ）、TEPCO刈羽ふれあいサロン き・な・せ

各種イベントの中止
発電所視察の中止

【運転員保護の観点での対策】
発電所運営上、特に重要な役割を担う運転員の保護の観点から、以下の対策を講じている
運転員の出社時間の前倒し（他の社員・協力企業作業員との接触を回避）
中央制御室への不要不急の立ち入り禁止
中央制御室入室時には、入り口に設置した体温計での検温実施
運転員と他の社員との打合せはTV会議を使用 等

２２．その他の感染予防・拡大対策

【緊急事態宣言の対象地域拡大・当所における感染者発生を踏まえた追加対策】
（4月20日にお知らせ済み）

緊急時の初動対応要員について、各班間での接触を回避する体制※に変更
（ 4月20日より実施）

※宿直当番者の班を2グループに分け、宿直当番でないグループは自宅でテレワーク。2週間周期で
入れ替えとする。

法令に基づき必要な業務や発電所の安全確保に関わる業務等※を除き、極力、自宅でのテ
レワークに移行することで、更なる従業員同士の接触回避を図る（4月2１日より実施）

※法令に基づく設備（消火設備等）の点検、停止中プラントを安定的に維持するために必要な設備
（燃料プールの冷却設備等）の点検、安全対策工事など

当所は、地域の皆さまにご安心いただけるよう、引き続き、感染予防・拡大防止
対策の徹底を図るとともに、発電所の安定的な運営に影響が及ばないように取り
組んでまいります。

３３．追加で実施した対策
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当社柏崎刈羽原子力発電所における新型コロナウイルス感染者の発生について 

 

2020 年 4 月 24 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

  

本日、柏崎刈羽原子力発電所に勤務している当社社員 1 名がＰＣＲ検査の結

果、新型コロナウイルス感染症に感染していることを確認しましたので、お知

らせいたします。 

柏崎刈羽原子力発電所ではこれまで、新型コロナウイルス感染症に対して発

電所長を本部長とした事業所本部を設置し、事業継続計画および感染予防・拡

大防止対策等を実施しており、本件による発電所の安定的な運営に影響はござ

いません。なお、柏崎刈羽原子力発電所では現在１～7 号機全てが停止中であり、

燃料は使用済燃料プールで安定冷却を継続しています。 

地域の方々にご安心いただけるよう、保健所の指導に基づき適切に対応する

とともに、感染拡大防止対策を継続して実施し、発電所の安定的な運営に努め

てまいります。 

 

１．感染者 

○ 当社社員 1 名 

 

2．実施済みの対応内容 

○ 感染者が勤務していた執務室内の消毒 

○ 感染者と業務上で接点のあった社員の自宅待機 

 

3．柏崎刈羽原子力発電所における主な感染予防・拡大防止対策 

○ 通勤時、就業中から帰宅するまで「マスク着用」による感染予防の徹底 

○ 毎日出社前検温を実施し、健康管理表にて日々の体調を管理 

○ 手指のアルコール消毒の励行、当所発電所事務本館執務エリアの入室制限、

共用スペース使用後の消毒の実施 
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○ 出張を含む往来の原則禁止 

○ 昼休みシフト制導入、食堂での対面食事の制限  

○ 運転員の他社員・協力企業社員との接触回避  等 

 

 

 

 

4．これまでの感染者公表状況 

 4 月 7 日 東京電力パワーグリッド株式会社 社員 1 名 

 4 月 13 日 東京電力フュエル&パワー株式会社 社員 1 名 

 4 月 14 日 東京電力フュエル&パワー株式会社 役員 1 名 

 4 月 15 日 東京電力エナジーパートナー株式会社 社員 1 名 

 4 月 18 日 東京電力ホールディングス株式会社 社員 1 名 

 4 月 19 日 東京電力ホールディングス株式会社 社員 1 名 

〃   東京電力フュエル&パワー株式会社 社員 1 名 

  〃   東京電力エナジーパートナー株式会社 社員 1 名 

4 月 22 日  東京電力ホールディングス株式会社 社員 1 名 計９名 

 

 

以 上 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

柏崎刈羽原子力発電所 広報部 報道グループ 0257-45-3131（代表） 
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当社グループにおける新型コロナウイルス感染者の発生について 

 

2020 年 4 月 25 日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

 本日、新潟県柏崎市の事業所に勤務している当社社員 1 名がＰＣＲ検査の結

果、新型コロナウイルス感染症に感染していることを確認しましたので、お知

らせいたします。 

当社グループ※では現在、新型コロナウイルス感染症に対して当社社長を本部

長とした新型コロナウイルス感染症対策本部を設置し、事業継続計画および感

染予防・拡大防止対策等を実施しており、本件による電力供給および発電所の安

定的な運営、ならびに廃炉作業の安全確保に影響はございません。 

引き続き、保健所の指導に基づき適切に対応するとともに、感染拡大防止対策

を継続して実施してまいります。 

 

１．事業所・感染者数 

 東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本部 社員 １名 

  （柏崎刈羽原子力発電所に勤務する社員ではありません。） 

 

２．対応内容 

 ○感染者が勤務していた執務室内の消毒 

○感染者の周辺で勤務していた社員の自宅待機指示 

 

３．新潟本部における主な感染拡大防止対策 

 ○優先業務以外は原則在宅勤務を実施 

○出社前検温の実施および通勤・就業時におけるマスク着用の義務化 

 ○新潟県外への業務上の往来を原則禁止 

○新潟県外への往来があった社員は、新潟県内に戻ってから２週間、不要不急

の外出を控えるとともに在宅勤務を実施 

 ○柏崎刈羽原子力発電所所員との接触を極力控える 
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4．これまでの感染者公表状況 

 4 月 7 日 東京電力パワーグリッド株式会社 社員 1 名 

 4 月 13 日 東京電力フュエル&パワー株式会社 社員 1 名 

 4 月 14 日 東京電力フュエル&パワー株式会社 役員 1 名 

 4 月 15 日 東京電力エナジーパートナー株式会社 社員 1 名 

 4 月 18 日 東京電力ホールディングス株式会社 社員 1 名 

 4 月 19 日 東京電力ホールディングス株式会社 社員 1 名 

〃   東京電力フュエル&パワー株式会社 社員 1 名 

  〃   東京電力エナジーパートナー株式会社 社員 1 名 

4 月 22 日  東京電力ホールディングス株式会社 社員 1 名 

4 月 24 日  東京電力ホールディングス株式会社 社員 1 名 計 10 名 

 

※東京電力ホールディングス株式会社、東京電力フュエル&パワー株式会社、東京電力パワーグリッド 

株式会社、東京電力エナジーパートナー株式会社、東京電力リニューアブルパワー株式会社の 5社 

 

 

以 上 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本部 渉外・広報部 報道グループ 025-283-7461（代表） 
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新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた追加対策の実施について 

 

2020 年 4 月 27 日 

東京電力ホールディングス株式会社 
新潟本部 

柏崎刈羽原子力発電所 

  

 新潟県柏崎市内の当社事業所、および柏崎刈羽原子力発電所に勤務している当社社員（家

族含む、計５名）による、新型コロナウイルス感染症への罹患が複数続いております。柏

崎市、刈羽村をはじめ、新潟県の皆さまに大変なご心配をおかけしていること、また、医

療関係の皆さまに大変なご負担をおかけしておりますことを心よりお詫び申し上げます。 
このような状況を踏まえ、感染拡大防止に向けた追加対策を取りまとめましたので、 

お知らせいたします。 
 当社社員をはじめ、関係会社、協力企業のみなさまが一体となり、感染拡大防止に向け

た取り組みを徹底してまいります。 

 

＜感染拡大防止に向けた追加対策＞ 

 感染リスクをクリーンアップする対策強化期間とし、５月 10 日までの概ね２週間を 

目途に、新潟本部および柏崎刈羽原子力発電所において、以下の追加対策を実施 
 

① 保健所調査へのより一層の協力と東京電力社員への対策強化 
② 関係会社、協力企業のみなさまへの対策強化 
③ 工事の中断＊ 

＊工事、点検がすでに開始されているものについては、安全が確保される状態に

なるまで作業を継続 
④ 医療機関への負担軽減協力 

 

 

（次ページへ続く） 
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（参考）新潟本部・柏崎刈羽原子力発電所における主な感染予防・拡大防止対策（既存分） 

  ○出社前検温の実施および通勤・就業時におけるマスク着用の義務化 
○手指のアルコール消毒の励行、当所発電所事務本館執務エリアの入室制限、 
共用スペース使用後の消毒の実施 

  ○昼休みシフト制導入、食堂での対面食事の制限  
  ○新潟県外への業務上の往来を原則禁止 

○新潟県外への往来があった社員は、新潟県内に戻ってから２週間、不要不急の 
外出を控えるとともに在宅勤務を実施 

  ○運転員の他社員・協力企業社員のみなさまとの接触回避 
  ○発電所における緊急時の初動対応要員について、各班間での接触回避の体制に変更 

○自宅でのテレワークに移行することによる従業員同士の接触回避 

 

 

添付資料① 新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた追加対策の実施について 
添付資料② 新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた追加対策の実施について 

（櫻井柏崎市長からのご要請に対する回答文書） 

 

 

以 上 
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新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた
追加対策の実施について

2020年４月27日
東京電力ホールディングス株式会社

新 潟 本 部
柏崎刈羽原子力発電所

1

新潟県柏崎市の当社事業所、および柏崎刈羽原子力発電所に勤務している社員
およびその家族（計５名）が、新型コロナウイルス感染症に感染したことを踏まえ、
感染リスクをクリーンアップする対策強化期間とし、5月10日までの概ね２週間を
目途に、新潟本部および柏崎刈羽原子力発電所において、下記追加対策を実施

感染拡大防止に向けた追加対策（概要）

①保健所調査へのより一層の協力と東京電力社員への対策強化

②関係会社、協力企業のみなさまへの対策強化

③工事の中断＊
＊工事、点検がすでに開始されているものについては、安全が確保される状態になるまで
作業を継続

④医療機関への負担軽減協力

（参考）新潟県内事業所における感染状況
柏崎刈羽原子力発電所：３名（社員の家族１名を含む）
新潟本部：２名
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2追加対策①：保健所調査へのより一層の協力と東京電力社員への対策強化

社員の行動履歴を把握し、行動自粛の徹底を強く要請

■感染者が発生した際の保健所調査ヘの最大限の協力を目的に、
社員の行動履歴を把握するためのアンケート調査を実施［4月25日実施済］
・４月１日から24日までの期間において、飲食店等、不特定多数の方と接触する場所
かつマスクを外す必要のある場所への行動履歴を確認
・感染者が発生した場合、その行動履歴を踏まえ、保健所へ情報提供

■社員に対するさらなる自粛の徹底［4月27日発信済］
・プライベートも含め新潟県外から新潟への往来、新潟から新潟県外への往来を原則禁止
（社員の家族も同様）
・5月10日までの祝日を所定勤務日とし、業務に集中（在宅勤務の徹底）
生活維持以外での自宅外への外出抑制を強く要請

3追加対策②：関係会社、協力企業のみなさまへの対策強化

関係会社、協力企業のみなさまに対しても、当社と同等の行動自粛を、
改めて強く要請

■柏崎刈羽原子力発電所長名にて、不特定多数の方と接触する場所かつ
マスクを外す必要のある場所への行動自粛および県外からの往来禁止等に
ついて、協力企業に対し文書［4月26日発信済］および
会議［4月27日説明済］にて改めて強く要請 （スライド６参照）

■やむを得ない対応については、確実な実態把握およびエビデンスによる管理の
徹底を依頼［4月27日発信済］
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4追加対策③：工事の中断

構内従事者同士の接触を減らすため工事を中断

■対策態勢を最高レベルに引き上げ、5月10日までの概ね２週間を目途に工事※を
中断。この間、県外からの作業員の流入は行わない。
※工事、点検がすでに開始されているものについては、安全が確保される状態になるまで作業を継続

【新型コロナウイルス感染拡大時の工事件数及び作業員数の縮小計画】

約4,000人

約1,300人

約120件

約600件

工
事
件
数

作
業
員
数

（約70%の縮小）

（約80%の縮小）

5追加対策④：医療機関への負担軽減協力

以下の項目を実施することにより市内の医療機関のご負担を軽減

■発電所従事者を対象に、感染疑い者の診察の実施
・ 感染疑い者が発生した場合、当社産業医にて診察
・ 必要に応じ当社医療スタッフにてＰＣＲ検査のための検体を採取

■発電所従事者の電離健康診断受診への対応［４月26日発信済］
・ 厚生労働省からの通達を踏まえ、 ５月受診（対象：約500名）を見送り、６月へ延期するよう
協力企業に要請
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6参考：柏崎刈羽原子力発電所長名で行動自粛を要請した文書（抜粋）

16



２０２０年４月２７日 

柏崎市長  

櫻井 雅浩 様 

 

東京電力ホールディングス株式会社 

 代表執行役社長 

小早川 智明 

 

 

新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた追加対策の実施について 

 

 

貴市において、当社社員およびその家族、計５名が新型コロナウイルス感染

症に罹患したことにより、地域の皆さまに大変なご心配をおかけしていること、

また医療関係の皆さまに大変なご負担をおかけしていることを心よりお詫び

申し上げます。 

 

貴職から要請文、コメントをいただき、新型コロナウイルス感染拡大防止へ

の追加対策として、添付資料の通り、取りまとめましたので、ご報告申し上げ

ます。 

 

引き続き、当社社員、関係会社社員、協力企業社員が一体となり、地域の皆

さまのご不安を解消すべく、感染拡大防止に向けた取り組みを徹底してまいり

ます。 

 

＜添付資料＞ 

 新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた追加対策の実施について 

 

 

以 上 
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新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた対策強化期間の実績および今後の対策について 

 

2020 年 5 月 11 日 

東京電力ホールディングス株式会社 
新潟本部 

柏崎刈羽原子力発電所 

   

 新潟本部および柏崎刈羽原子力発電所では、社員による新型コロナウイルス感染症への 

感染が続いたことを踏まえ、感染リスクを低減する対策強化期間として、５月 10 日までの

概ね２週間を目途に、４つの追加対策を実施することといたしました。    

（４月 27 日お知らせ済み） 

  

本日、対策強化期間における実績と今後の対策についてとりまとめましたので、お知らせ

いたします。 

 

対策強化期間を通じて、感染リスクの低減を行いましたが、新たな感染者は発生しており

ません。その状況を踏まえ、対策強化期間における社員、関係会社、協力企業のみなさまに

対する行動自粛の徹底を継続するとともに、新たな対策も実施した上で、工事については、

今月 12 日から段階的に再開してまいります。 

 

引き続き、関係会社、協力企業のみなさまと一体となり、感染拡大防止に向けた取り組み

を徹底してまいります。 
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添付資料① 新型コロナウイルス感染拡大防止に関する対策強化期間の実績および今後の

対策 
添付資料② 柏崎刈羽原子力発電所安全推進協議会「新型コロナウイルス感染拡大防止に関    

する追加対策実施後の工事再開について」 

 

以 上 

 

【本件に関するお問い合わせ】 

東京電力ホールディングス株式会社 

新潟本部 渉外・広報部 報道グループ 

 025-283-7461（代表） 
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新型コロナウイルス感染拡大防止に関する
対策強化期間の実績および今後の対策

2020年５月11日
東京電力ホールディングス株式会社

新 潟 本 部
柏崎刈羽原子力発電所

1

５月10日までの概ね２週間を感染リスクを低減する対策強化期間に設定

対策強化期間の実績および今後の対策（概要）

対策強化期間において、新たな感染者は確認されず
※なお、発電所における感染者２名と業務上接点のあった社員等について、
保健所のご判断によりＰＣＲ検査を実施した結果、全員が陰性

下記、追加対策を社員、関係会社・協力企業のみなさまが徹底・実行
できたことを確認
対策①保健所調査へのより一層の協力と東電社員への対策強化
対策②関係会社、協力企業のみなさまへの対策強化
対策③工事の中断
対策④医療関係者への負担軽減協力

今後も当面の間、感染予防対策を継続し、感染リスク低減に努める
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・出社率：約2０％（5/10現在）

2対策①、対策②：社員、関係会社・協力企業のみなさまの行動自粛

対策結

社員、関係会社・協力企業のみなさまの行動遵守状況について毎日確認
（行動自粛徹底、行動履歴の把握）
社員について5月10日までの祝日を所定勤務日とし、在宅勤務の徹底

社員、関係会社・協力企業のみなさまについて県外
往来の状況や飲食店等不特定多数の方と接触す
る場所等への行動履歴の確認
・事前活動計画および結果の報告
・毎日の行動遵守状況の把握

（新潟本部およびKK全所員約1,200人を抽出）

生活維持以外での外出抑制が
できたことを確認

＜行動遵守状況の確認＞ ＜社員の出社率の推移＞
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3対策③：工事の中断

工事件数については計画どおり約120件で推移
作業員数も約1,300人の計画に対し平均約1,200人に抑制

工
事
件
数

作
業
員
数

（人）（件） 約4,000人

約1,300人

約1,２00人

約600件

約120件 約120件

工事については、感染防止・拡大対策を徹底の上、5月12日以降、段階的に再開。
再開にあたっては、引き続き感染予防策（スライド５参照）を徹底し、その徹底状況を
踏まえ、５月末までに４月27日以前の状態に段階的に戻すことを検討。
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4対策④：医療機関への負担軽減協力

当社産業医による初期対応やPCR検体採取の実施

・当社診療所が初期対応窓口となり、市中の病院を介すことなく、適宜、保健所へ情報提供
（病状やこれまでの経過）
⇒「柏崎PCR検査センター」（ドライブスルー方式、5月中旬開設予定）
開設後は、必要に応じて同センターへの紹介状を作成するなど、
感染者の早期発見に努める

・4月29日 保健所の要請に応え、当社産業医にて発電所所員の
PCR検体採取を実施（検査結果は全員陰性）

・4月29日 電離健診*の受診者集中による地元医療機関への混雑を避けるため、協力企業に対し、
厚労省通達を踏まえて健診を7月以降に延期するよう依頼
・7月以降については、健診委託業者による当社施設等での実施を含め、混雑回避に向けた計画的な
作業員の電離健診の実施を検討中

＜感染疑い者への対応＞

＜電離健康診断への対応＞

＊電離放射線健康診断とは、放射線業務に従事し管理区域に立ち入る労働者に対して行われる健康診断であり、雇入れの際または当該業務への
配置替えの際およびその後6か月以内ごとに1回、定期に受診しなければならない。

5感染拡大防止に向けた今後の対策
１．感染予防対策の継続
・以前より実施の「出社前検温の実施」、「通勤・就業時のマスク着用の義務化」、
「テレワーク移行による従業員同士の接触回避」などを徹底しつつ、対策強化期間で
実施していた行動履歴の把握および行動自粛の徹底も当面の間、引き続き実施

２．工事の再開にあたっての対策
・新たに当発電所の工事に従事する方々について、過去2週間の行動履歴を把握
し、不特定多数の方と接触する場所等への行動履歴がないことを確認
・県外からの往来は引き続き原則禁止とするが、工事都合によりやむを得ず新潟県
外から移動して工事に従事する方々は、所定の場所に２週間滞在のうえ発電所
と滞在場所の行動に限定することや、食事や休憩所を分けるなど、地域の皆さま
や他の作業員と接触することがないように対策を実施

３．体調不良者および感染疑い者等が出た場合
・体調不良者が出た場合、発熱の段階で速やかに自宅待機を指示。また、行動履歴を
踏まえ接触者にも自宅待機、外出禁止を指示し、行動履歴が追えるようなエビデンス
管理を協力会社とともに徹底
・感染疑い者が出た場合、行動履歴を速やかに保健所へ提出し、保健所の調査に
最大限協力

上記１、２の対策については、安全推進協議会（発電所構内の元請協力企業62社で構成）一同で徹底
することを宣言。（別紙参照）

22



6（参考）作業現場での対策状況（３密回避）

入退域等を行う列の離隔確保（床表示）

警備員の特注縦長フェースガード テープを用いた休憩室座席の離隔確保

7（参考）発電所事務本館における対策状況

事務本館入口に消毒液設置

ビニールのパーテーション設置 食堂の座席制限（対面着座禁止）

執務エリア入口の制限
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新型コロナウイルス感染拡大防止に関する 

追加対策実施後の工事再開について 

 
柏崎刈羽原子力発電所所員およびその家族が新型コロナウイルス感染

症に感染したことにより、地域の皆さまに大変なご心配をおかけしている

こと、また医療関係の皆さまに大変なご負担をおかけしていることを心よ

りお詫び申し上げます。 

 

新型コロナウイルスの感染を防止するため、4月 27 日から 5 月 10 日を

対策強化期間として、発電所で従事する者全員に対し不特定多数の方と接

触する場所かつマスクを外す必要のある場所への行動の自粛、新潟県外か

ら新潟県内への移動の禁止等を徹底してまいりました。また、この間、発

電所の安全を確保するために必要な作業や法令上必要な点検以外の工事

を中断することにより、発電所で従事する者同士の接触を極力削減してま

いりました。 

 

対策強化期間を通じて、新たな感染者は発生しておらず、対策強化期間

における行動自粛等についても徹底・実行できたことを確認しております。 

今後も当面の間、これまでの行動自粛等の対策を継続し感染リスク低減に

努めるとともに、以下の対策を講じた上で段階的に工事を再開いたします。 

 

・ 新たに当発電所の工事に従事する者について、過去 2 週間の行動履歴

を把握し、不特定多数の方と接触する場所かつマスクを外す必要のあ

る場所の行動履歴がないことを確認する。 

・ 県外からの往来は引き続き原則禁止とするが、工事都合によりやむを

えず新潟県外から移動して工事に従事する者は、所定の場所に 2 週間

滞在のうえ発電所と滞在場所の行動に限定することや、食事や休憩所

を分けるなど、地域の皆さまや他の作業員と接触することが無いよう

対策を実施する。 

 

地域の皆様にご心配をおかけすることのないよう、以上の内容について

当所安全推進協議会一同で徹底してまいります。 

 

2020 年 5 月 11 日 

柏崎刈羽原子力発電所 

安 全 推 進 協 議 会 

会 長 石井 武生 
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（参考）柏崎刈羽原子力発電所 安全推進協議会 会員・準会員 一覧 

 
＜会員企業＞ 42 社 

東京電力ホールディングス株式会社 東電不動産株式会社 

東京パワーテクノロジー株式会社 新潟綜合警備保障株式会社 

株式会社関電工 清水建設株式会社 

株式会社東京エネシス 鹿島建設株式会社 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 株式会社竹中工務店 

日立ＧＥニュークリア・エナジー株式会社 株式会社福田組 

株式会社アトックス 株式会社日立システムズパワーサービス 

岡野バルブ製造株式会社 東京レコードマネジメント株式会社 

ウツエバルブサービス株式会社 株式会社植木組 

新日本空調株式会社 日本原子力防護システム株式会社 

新潟環境サービス株式会社 マグナ通信工業株式会社 

刈共株式会社 日本フェンオール株式会社 

オルガノ株式会社 株式会社清田工業 

株式会社ＩＨＩ 大成建設株式会社 

東芝プラントシステム株式会社 株式会社安藤・間 

株式会社日立プラントコンストラクション 五洋建設株式会社 

株式会社宇徳 奥村特定共同企業体 

柏崎刈羽原子力メンテナンス協同組合 株式会社ダイヤコンサルタント 

ニチアス株式会社 前田建設・植木組特定共同企業体 

株式会社阪和 西松・福田特定共同企業体 

東京防災設備株式会社 東電フュエル株式会社 

 
＜準会員企業＞ 20 社 

日本エヌ・ユー・エス株式会社 日本ギア工業株式会社 

東北工業株式会社 日本検査株式会社 

建装工業株式会社 東電設計株式会社 

株式会社東京ソイルリサーチ 株式会社ＩＨＩ回転機械エンジニアリング 

株式会社阪神コンサルタンツ 原電エンジニアリング株式会社 

石高建設株式会社 日揮株式会社 

丸高建設株式会社 株式会社ＮＩＰＰＯ 

株式会社阿部建設 三菱重工業株式会社 

東洋エンジニアリング株式会社 四電エンジニアリング株式会社 

柳田産業株式会社 三井物産プラントシステム株式会社 

 
 

以上 
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2020 年６月３日 

東京電力ホールディングス株式会社 

 

ご質問への回答 

<宮崎委員> 

新型コロナウイルス感染者の発生は、４月 25 日付の報告書（ｐ43，44）で、東電グループ

として 10 名であることがわかりましたが、どなたが柏崎保健所管内の感染者かわかりませ

ん。市の感染者情報に重ねると次のようになると思います。 

4 月19 日 東京電力ホールディングス株式会社 社員１名：市情報 1 例目 年齢30 歳代男性 

4 月22 日 東京電力ホールディングス株式会社 社員１名：市情報 2 例目 年齢50 歳代男性 

4 月24 日 東京電力ホールディングス株式会社 社員１名：市情報 4 例目 年齢30 歳代男性 

4 月25 日 東京電力ホールディングス株式会社 社員１名：市情報  5 例目 年齢50 歳代男性 

市情報には 3 例目は、東電社員の家族があがっています。 

地域の会資料（東電報告書 P39，43）によれば、2 例目と 5 例目の方が「発電所に勤務する

社員ではありません。」と書かれています。ということは、1 例目と4 例目の方は、「発電所に

勤務する社員」ということになります。 

Ｑ１．「発電所勤務か否か」を取り上げたのは、何故ですか。 

   市民の関心は原発で感染が広がったら、市内にも広がるのではないかということにあり

ます。どこにお住まいか求められる情報です。東電の「感染者発生」の情報には、住所な

どありません。そこに来て、「発電所勤務か否か」を知らされて、拍子抜けする反面、東

電は市民とは違った観点で、これを知らせているものと理解しましたが、その観点がよ

くわかりません。教えてください。 

Ａ． 

○ ご指摘の記載につきましては、発電所に勤務する当社社員から感染者が発生していたことか

ら、発電所内でクラスター感染が起こっているのではないかという、市民の皆さまのご心配や

ご不安を踏まえて記載をさせていただきました。 



Ｑ２．私は、2018 年に搬出を計画した使用済み燃料は、キャスクに装入され、いつでも搬出で

きるように専用建屋で管理されているものと思いましたが、違うということでした。 

   確認の質問になりますが、柏崎刈羽には、空のキャスクが 1 基、むつのリサイクル燃料

備蓄センターの建屋とは違う基準で作られた建屋に保管されているという理解でよろし

いでしょうか。  

Ａ． 

○ その理解で問題ありません。 

 

以 上 


